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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２つ以上のトランジスターが設けられた半導体チップを備え、
　前記トランジスターのうち少なくとも２つは、ゲート電極とチャンネル領域との間に圧
電体薄膜が設けられた２つの電界効果トランジスターであり、当該圧電体薄膜に入射する
音圧に応じて各々の通電状態が変化するように、前記圧電体薄膜が半導体基板に対して直
接又は間接的に積層配置され、
　前記２つ以上のトランジスターは、前記少なくとも２つのトランジスター各々の前記通
電状態に応じた信号が加算増幅されて出力される単一の増幅回路をなすように接続されて
おり、
　前記単一の増幅回路をなす各トランジスターは、Ｎチャンネル型トランジスターとＰチ
ャンネル型トランジスターとを含み、
　前記半導体チップには、前記圧電体薄膜に予め設定されたバイアス電圧を印加するため
のバイアス電圧印加回路が設けられ、
　前記Ｎチャンネル型トランジスター及び前記Ｐチャンネル型トランジスターは、各ゲー
ト電極にそれぞれ別個にバイアス電圧が入力されるように接続されている
　ことを特徴とする音響センサー。
【請求項２】
　２つ以上のトランジスターが設けられた半導体チップを備え、
　前記トランジスターのうち少なくとも２つは、ゲート電極とチャンネル領域との間に圧
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電体薄膜が設けられた２つの電界効果トランジスターであり、当該圧電体薄膜に入射する
音圧に応じて各々の通電状態が変化するように、前記圧電体薄膜が半導体基板に対して直
接又は間接的に積層配置され、
　前記２つ以上のトランジスターは、前記少なくとも２つのトランジスター各々の前記通
電状態に応じた信号が加算増幅されて出力される単一の増幅回路をなすように接続されて
おり、
　前記単一の増幅回路をなす前記トランジスターは、いずれもＮチャンネル型トランジス
ターであり、
　前記単一の増幅回路をなす２つの前記Ｎチャンネル型トランジスターに接続された圧電
体薄膜が反対向きに分極されている
　ことを特徴とする音響センサー。
【請求項３】
　前記少なくとも２つのトランジスターは、各々がソース接地増幅回路を構成するように
互いに接続されたドレインから信号を出力することを特徴とする請求項１記載の音響セン
サー。
【請求項４】
　前記半導体チップには、前記圧電体薄膜に予め設定されたバイアス電圧を印加するため
のバイアス電圧印加回路が設けられ、
　前記バイアス電圧は、前記少なくとも２つのトランジスターの出力する信号強度が前記
入射される音圧に対して相補的になるように設定される
　ことを特徴とする請求項１～３の何れか一項に記載の音響センサー。
【請求項５】
　前記圧電体薄膜は、強誘電体により形成され、前記音圧に応じた信号強度が相補的にな
るように分極状態がそれぞれ設定されていることを特徴とする請求項１～４のいずれか一
項に記載の音響センサー。
【請求項６】
　前記半導体チップには、前記圧電体薄膜の分極状態を変更する抗電界電圧以上の所定電
圧を印加する分極電圧印加回路が設けられ、
　前記圧電体薄膜は、抗電界電圧が前記トランジスターの耐電圧未満となるように形成さ
れている
　ことを特徴とする請求項５記載の音響センサー。
【請求項７】
　前記分極電圧印加回路は、前記圧電体薄膜に予め設定されたバイアス電圧を印加するた
めに用いられ、
　前記バイアス電圧は、前記少なくとも２つのトランジスターの出力する信号強度が前記
入射される音圧に対して相補的になるように設定される
　ことを特徴とする請求項６記載の音響センサー。
【請求項８】
　請求項１～７の何れか一項に記載の音響センサーを用いた超音波探触子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、音響センサー及び超音波探触子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、超音波を被検体内部に照射し、その反射波を受信して解析することにより内部構
造の検査を行う超音波診断装置がある。超音波診断では、被検体を非破壊、非侵襲で調べ
ることが出来るので、医療目的の検査や建造物内部の検査といった種々の用途に広く用い
られている。
【０００３】
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　超音波診断装置では、受信した超音波をその強度に応じた電気信号に変換して取得する
。この超音波を受信する音響センサーには、圧電体を用いた変換器（トランスデューサー
）が用いられ、超音波の音圧による圧電体の機械的変形（伸縮）がその変形量に応じた電
気信号（電荷量）に変換されて検出されることになる。この音響センサーでは、従来、圧
電体を含む振動子が、例えば、厚膜塗布技術を用いた積層基板などの板状又は厚膜状（通
常、１０μｍ以上、一般的には、１００μｍ以上）で形成されて、この板面に入射した超
音波による厚さ方向の変形が検出されることで超音波強度が計測される。
【０００４】
　この圧電体には、ＰＺＴ（チタン酸ジルコン酸鉛）といった強誘電体が含まれる。従来
、強誘電体は、ヒステリシスを有するその分極特性を用いて不揮発性メモリー（強誘電体
メモリー、ＦｅＲＡＭ）に用いられている。強誘電体メモリーでは、ゲート電極とドレイ
ン／ソース間のチャンネル領域との間に強誘電体薄膜を設け、この強誘電体薄膜に電圧を
印加して２値の何れかに対応する分極特性を保持させることでチャンネル領域の電気伝導
度を変化させ、ドレイン／ソース間の通電状態を計測することで２値データの読み取りを
行う（例えば、特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第３８３２７００号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、超音波診断装置の高解像度化、高感度化に伴い、より高精度な超音波探
触子が求められている。このとき、従来の超音波探触子において超音波受信に用いられる
音響センサーの圧電部材から現在の態様でより効率良く信号を取得するには、製造工程の
複雑化や音響センサーの大型化が要求され、また、コストや手間が増大するという課題が
ある。
【０００７】
　この発明の目的は、コストや手間を増大させずに容易により効率良く高精度に圧電部材
から信号を取得可能な音響センサー及び超音波探触子を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するため、請求項１記載の発明は、
　２つ以上のトランジスターが設けられた半導体チップを備え、
　前記トランジスターのうち少なくとも２つは、ゲート電極とチャンネル領域との間に圧
電体薄膜が設けられた２つの電界効果トランジスターであり、当該圧電体薄膜に入射する
音圧に応じて各々の通電状態が変化するように、前記圧電体薄膜が半導体基板に対して直
接又は間接的に積層配置され、
　前記２つ以上のトランジスターは、前記少なくとも２つのトランジスター各々の前記通
電状態に応じた信号が加算増幅されて出力される単一の増幅回路をなすように接続されて
おり、
　前記単一の増幅回路をなす各トランジスターは、Ｎチャンネル型トランジスターとＰチ
ャンネル型トランジスターとを含み、
　前記半導体チップには、前記圧電体薄膜に予め設定されたバイアス電圧を印加するため
のバイアス電圧印加回路が設けられ、
　前記Ｎチャンネル型トランジスター及び前記Ｐチャンネル型トランジスターは、各ゲー
ト電極にそれぞれ別個にバイアス電圧が入力されるように接続されている
　ことを特徴とする音響センサーである。
　また、請求項２に記載の発明は、
　２つ以上のトランジスターが設けられた半導体チップを備え、
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　前記トランジスターのうち少なくとも２つは、ゲート電極とチャンネル領域との間に圧
電体薄膜が設けられた２つの電界効果トランジスターであり、当該圧電体薄膜に入射する
音圧に応じて各々の通電状態が変化するように、前記圧電体薄膜が半導体基板に対して直
接又は間接的に積層配置され、
　前記２つ以上のトランジスターは、前記少なくとも２つのトランジスター各々の前記通
電状態に応じた信号が加算増幅されて出力される単一の増幅回路をなすように接続されて
おり、
　前記単一の増幅回路をなす前記トランジスターは、いずれもＮチャンネル型トランジス
ターであり、
　前記単一の増幅回路をなす２つの前記Ｎチャンネル型トランジスターに接続された圧電
体薄膜が反対向きに分極されている
　ことを特徴とする音響センサーである。
　ここで、薄膜とは、スパッタリング法、ＣＶＤ法やゾル－ゲル法といった各種薄膜製造
プロセスによって形成されるものを指す。
　また、請求項３に記載の発明は、請求項１記載の音響センサーにおいて、
　前記少なくとも２つのトランジスターは、各々がソース接地増幅回路を構成するように
互いに接続されたドレインから信号を出力することを特徴としている。
【０００９】
　請求項４記載の発明は、請求項１～３の何れか一項に記載の音響センサーにおいて、
　前記半導体チップには、前記圧電体薄膜に予め設定されたバイアス電圧を印加するため
のバイアス電圧印加回路が設けられ、
　前記バイアス電圧は、前記少なくとも２つのトランジスターの出力する信号強度が前記
入射される音圧に対して相補的になるように設定される
　ことを特徴としている。
【００１０】
　請求項５記載の発明は、請求項１～４のいずれか一項に記載の音響センサーにおいて、
　前記圧電体薄膜は、強誘電体により形成され、前記音圧に応じた信号強度が相補的にな
るように分極状態がそれぞれ設定されていることを特徴としている。
【００１１】
　請求項６記載の発明は、請求項５記載の音響センサーにおいて、
　前記半導体チップには、前記圧電体薄膜の分極状態を変更する抗電界電圧以上の所定電
圧を印加する分極電圧印加回路が設けられ、
　前記圧電体薄膜は、抗電界電圧が前記トランジスターの耐電圧未満となるように形成さ
れている
　ことを特徴としている。
【００１２】
　請求項７記載の発明は、請求項６記載の音響センサーにおいて、
　前記分極電圧印加回路は、前記圧電体薄膜に予め設定されたバイアス電圧を印加するた
めに用いられ、
　前記バイアス電圧は、前記少なくとも２つのトランジスターの出力する信号強度が前記
入射される音圧に対して相補的になるように設定される
　ことを特徴としている。
【００１４】
　請求項８記載の発明は、
　請求項１～７の何れか一項に記載の音響センサーを用いた超音波探触子である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明に従うと、コストや手間を増大させずに容易により効率良く高精度に音響センサ
ーの圧電部材から信号を取得することが可能となるという効果がある。
【図面の簡単な説明】
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【００１６】
【図１】本発明の実施形態の超音波診断装置を示す全体図である。
【図２】超音波診断装置の内部構成を示すブロック図である。
【図３】超音波探触子の振動子配列における振動子の配置について説明する図である。
【図４】超音波受信回路の回路構成を説明する図である。
【図５】Ｎチャンネル型受信回路ブロックの断面構造を説明する図である。
【図６】変形例２の超音波受信回路の回路構成を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、本実施形態の音響センサーを用いた超音波探触子２を備える超音波診断装置Ｓ
の全体図である。図２は、超音波診断装置Ｓの内部構成を示すブロック図である。
【００１８】
　図１に示すように、この超音波診断装置Ｓは、超音波診断装置本体１と、ケーブル２２
を介して超音波診断装置本体１に接続された超音波探触子２（超音波プローブ）とを備え
る。超音波診断装置本体１には、操作入力部１８と出力表示部１９とが設けられている。
超音波診断装置本体１の制御部１５は、操作入力部１８のキーボードやマウスといった入
力デバイスに対する外部からの入力操作に基づき、超音波探触子２に駆動信号を出力して
超音波を出力させ、また、超音波探触子２から超音波受信に係る受信信号を取得して各種
処理を行い、必要に応じて出力表示部１９の液晶画面などに結果などを表示させる。
【００１９】
　超音波診断装置本体１は、図２に示すように、送信部１２と、受信部１３と、送受信切
替部１４と、制御部１５と、画像処理部１６と、記憶部１７と、操作入力部１８と、出力
表示部１９などを備えている。
【００２０】
　送信部１２は、制御部１５から入力される制御信号に従って超音波探触子２に供給する
パルス信号を出力し、超音波探触子２に超音波を発生させる。送信部１２は、例えば、ク
ロック発生回路、パルス発生回路、パルス幅設定部、及び、遅延回路を備えている。クロ
ック発生回路は、パルス信号の送信タイミングや送信周波数を決定するクロック信号を発
生させる回路である。パルス発生回路は、所定の周期で予め設定された電圧振幅のバイポ
ーラー型の矩形波パルスを発生させる回路である。パルス幅設定部は、パルス発生回路か
ら出力される矩形波パルスのパルス幅を設定する。パルス発生回路で生成された矩形波パ
ルスは、パルス幅設定部への入力前又は入力後に、超音波探触子２の個々の振動子２１ご
とに異なる配線経路に分離される。遅延回路は、生成された矩形波パルスを各振動子２１
に送信するタイミングに応じて、これらの配線経路ごとに設定された遅延時間それぞれ遅
延させて出力させる回路である。
【００２１】
　受信部１３は、制御部１５の制御に従って超音波探触子２から入力された受信信号を取
得する回路である。受信部１３は、例えば、増幅器、Ａ／Ｄ変換回路、整相加算回路を備
えている。増幅器は、超音波探触子２の各振動子２１により受信された超音波に応じた受
信信号を予め設定された所定の増幅率でそれぞれ増幅する回路である。Ａ／Ｄ変換回路は
、増幅された受信信号を所定のサンプリング周波数でデジタルデータに変換する回路であ
る。整相加算回路は、Ａ／Ｄ変換された受信信号に対して、各振動子２１にそれぞれ対応
した配線経路毎に遅延時間を与えて時相を整え、これらを加算（整相加算）して音線デー
タを生成する回路である。
【００２２】
　送受信切替部１４は、制御部１５の制御に基づいて、振動子２１から超音波を発振する
場合に駆動信号を送信部１２から振動子２１に送信させる一方、振動子２１が受信した超
音波に係る信号を取得する場合に受信信号を受信部１３に出力させるための切り替え動作
を行う。
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【００２３】
　制御部１５は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）、ＨＤＤ（Hard Disk Drive）、及
びＲＡＭ（Random Access Memory）などを備えている。ＣＰＵは、ＨＤＤに記憶されてい
る各種プログラムを読み出してＲＡＭに展開し、展開したプログラムに従って超音波診断
装置Ｓの各部の動作を統括制御する。ＨＤＤは、超音波診断装置Ｓを動作させる制御プロ
グラム及び各種処理プログラムや、各種設定データ等を記憶する。これらのプログラムや
設定データは、ＨＤＤの他、例えば、フラッシュメモリーなどの不揮発性メモリーを用い
た補助記憶装置に読み書き更新可能に記憶させることとしても良い。ＲＡＭは、ＳＲＡＭ
やＤＲＡＭなどの揮発性メモリーであり、ＣＰＵに作業用のメモリー空間を提供し、一時
データを記憶する。
【００２４】
　画像処理部１６は、制御部１５のＣＰＵとは別個に演算処理部を備え、超音波の受信デ
ータに基づく診断用画像を作成するための演算処理を行う。この診断用画像には、出力表
示部１９に略リアルタイムで表示させる画像データやその一連の動画データ、スナップシ
ョットの静止画データなどが含まれ得る。なお、この演算処理がＣＰＵ１５により行われ
る構成であっても良い。
【００２５】
　記憶部１７は、例えば、ＤＲＡＭ（Dynamic Random Access Memory）などの揮発性メモ
リーである。或いは、高速書き換えが可能な各種不揮発性メモリーであっても良い。この
記憶部１７は、画像処理部１６で処理されたリアルタイム表示用の診断用画像データをフ
レーム単位で記憶する。記憶部１７に記憶された超音波診断用画像データは、制御部１５
の制御に従って読み出され、出力表示部１９に送信されたり、図示略の通信部を介して超
音波診断装置Ｓの外部に出力されたりする。このとき、出力表示部１９の表示方式がテレ
ビジョン方式の場合には、記憶部１７と出力表示部１９との間にＤＳＣ（Digital Signal
 Converter）が設けられて、走査フォーマットが変換された後に出力されれば良い。
【００２６】
　操作入力部１８は、押しボタンスイッチ、キーボード、マウス、若しくはトラックボー
ル、又は、これらの組み合わせを備えており、ユーザーの入力操作を操作信号に変換し、
超音波診断装置本体１に入力する。
【００２７】
　出力表示部１９は、ＬＣＤ（Liquid Crystal Display）、有機ＥＬ（Electro-Luminesc
ent）ディスプレイ、無機ＥＬディスプレイ、プラズマディスプレイ、ＣＲＴ（Cathode R
ay Tube）ディスプレイといった種々の表示方式のうち、何れかを用いた表示画面とその
駆動部を備える。出力表示部１９は、ＣＰＵ１５から出力された制御信号や、画像処理部
１６で生成された画像データに従って表示画面（各表示画素）の駆動信号を生成し、表示
画面上に超音波診断に係るメニュー、ステータスや、受信された超音波に基づく計測デー
タの表示を行う。
【００２８】
　これらの操作入力部１８や出力表示部１９は、超音波診断装置本体１の筐体に一体とな
って設けられたものであっても良いし、ＵＳＢケーブルなどを介して外部に取り付けられ
るものであっても良い。また、超音波診断装置本体１に操作入力端子や表示出力端子が設
けられていれば、これらの端子に従来の操作用及び表示用の周辺機器を接続して利用する
ものであっても良い。
【００２９】
　超音波探触子２は、超音波（ここでは、１～３０ＭＨｚ程度）を発振して生体などの被
検体に対して出射するとともに、出射した超音波のうち被検体で反射された反射波（エコ
ー）を受信して電気信号に変換する音響センサーとして機能する。この超音波探触子２は
、超音波を送受信する複数の振動子２１の配列である振動子配列２１０と、ケーブル２２
とを備えている。ケーブル２２は、その一端に超音波診断装置本体１とのコネクター（図
示略）を有し、超音波探触子２は、このケーブル２２により超音波診断装置本体１に対し
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て着脱可能に構成されている。
【００３０】
　振動子配列２１０は、圧電体とその変形（伸縮）により電荷が現れる両端に設けられた
電極とを有する圧電素子を備えた複数の振動子２１の配列であり、これらの振動子２１は
、例えば、一次元配列されている。振動子２１に電圧パルス（パルス信号）が供給される
ことで各圧電体に生じる電界に応じて圧電体が変形し、超音波が発振、出射される。また
、振動子２１に所定の周波数帯の超音波が入射すると、その音圧により圧電体の厚さが変
動（振動）することで当該変動量に応じた電荷が圧電体の厚さ変動方向両端に現れ、圧電
素子両端の電極には、当該電荷に応じた量の電荷が誘起される。圧電体としては、ここで
は、強誘電体部材が用いられる。超音波の送受信の際に当該強誘電体に生じる電界は、強
誘電体部材の抗電界強度よりも小さい。
【００３１】
　強誘電体部材としては、例えば、ＰＺＴ（チタン酸ジルコン酸鉛）といった薄膜（通常
、１０μｍ未満、より好ましくは、１μｍ未満）が用いられる。また、ＰＺＴの他、各種
ペロブスカイト型構造の強誘電体、タングステン・ブロンズ型構造の強誘電体、ビスマス
層構造の強誘電体、ＰＶＤＦ（ポリフッ化ビニリデン）若しくはＰＶＤＦ系共重合体とい
った有機強誘電体、又はこれらを併用したコンポジット材料が用いられても良い。これら
の強誘電体は、通常、多分域及び／又は多結晶構造となっている。
【００３２】
　図３は、本実施形態の超音波探触子２の振動子配列２１０における振動子２１の配置に
ついて説明する図である。
【００３３】
　本実施の形態の超音波探触子２では、例えば、振動子配列２１０には、走査方向に一次
元配列された１９２個の振動子２１が含まれる。或いは、振動子２１は、二次元アレイ状
に配置されたものであっても良い。また、振動子２１の個数を任意に設定することが出来
る。超音波探触子２は、電子走査方式或いは機械走査方式の何れを採用したものであって
も良く、また、走査方式として、リニア走査方式、セクター走査方式或いはコンベックス
走査方式の何れの方式を採用したものであっても良い。また、超音波探触子２における超
音波の受信周波数の帯域幅を任意に設定することが出来る。
　また、この超音波診断装置Ｓは、診断対象に応じて異なる複数の超音波探触子２の何れ
かを超音波診断装置本体１に接続して利用することが出来る構成とすることが出来る。
【００３４】
　各振動子２１に係る圧電体のサイズは、受信周波数帯に応じて定まる。この圧電体は、
更にそれぞれ２つの領域２１ａ、２１ｂに分割されており、これらの領域２１ａ、２１ｂ
の分極状態が個別に設定可能となっている。
【００３５】
　次に、本実施形態の超音波探触子２における超音波の受信回路部分について説明する。
　図４は、本実施形態の超音波受信回路の回路構成を説明する図である。
【００３６】
　本実施形態の超音波探触子２では、振動子２１が半導体チップとして薄膜形成プロセス
により形成される。この振動子２１に係る半導体チップに設けられる超音波受信回路では
、図４（ａ）に示すように、ゲート絶縁膜にシリコン酸化膜に加えて強誘電体薄膜（圧電
体薄膜）を用いた１Ｔ型のＦＥＴ（電界効果トランジスター）と同等の回路部分が２つ接
続配置されている。ここでは、Ｐチャンネル型ＦＥＴと同等のＰチャンネル型受信回路ブ
ロック２１１のドレインと、Ｎチャンネル型ＦＥＴと同等のＮチャンネル型受信回路ブロ
ック２１２のドレインとが接続されて出力となっている。一方Ｐチャンネル型受信回路ブ
ロック２１１のソースと、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２のソースとは、それぞ
れ接地されている。
　即ち、本実施形態の超音波受信回路は、一方のＦＥＴのドレインに接続されるドレイン
抵抗の代わりに相対する他方のＦＥＴが設けられ、また、ソースに接続されるソース抵抗
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を設けずにソースが直接接地されることで、半導体チップにおいて比較的面積（体積）を
有する抵抗素子を省略すると共に、全体として単一のソース接地増幅となる回路パターン
で両方の受信回路ブロック２１１、２１２からプッシュプルで出力信号を得ることで、超
音波の受信面積に比して受信感度を効率良く上昇させる構成となっている。
【００３７】
　Ｐチャンネル型受信回路ブロック２１１及びＮチャンネル型受信回路ブロック２１２は
、各々のソースとゲートとがそれぞれバイアス電源２１３、２１４を介して接続されてい
る。Ｐチャンネル型受信回路ブロック２１１に用いられている強誘電体薄膜は、上述の領
域２１ａであり、また、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２に用いられている強誘電
体薄膜は上述の領域２１ｂである。ここでは、強誘電体薄膜の各領域２１ａ、２１ｂは、
それぞれ同様に配向した分極状態となっている。これらの強誘電体薄膜の各領域２１ａ、
２１ｂは、更に複数のブロックに分割されて形成され、タイル状に配置されても良く、ま
た、各領域に誘起された電荷に応じてチャンネル領域に電界が生じる限り、各領域２１ａ
、２１ｂは、チャンネル領域の直上のみに設けられる必要はない。
【００３８】
　本実施形態の超音波探触子２では、Ｐチャンネル型受信回路ブロック２１１及びＮチャ
ンネル型受信回路ブロック２１２には、それぞれエンハンスメント型のものが用いられ、
受信時には、それぞれバイアス電源２１３、２１４によりバイアス電圧がゲート電極に印
加されることで、超音波受信に係る電界がない場合（強誘電体薄膜の伸縮が無い場合）で
も、Ｐチャンネル型受信回路ブロック２１１及びＮチャンネル型受信回路ブロック２１２
の何れからも信号が出力されるようになっている。
　なお、ディプレッション型のＰチャンネル型受信回路ブロック２１１及びＮチャンネル
型受信回路ブロック２１２が用いられる場合には、受信時のバイアス電圧が不要となる一
方で、非受信時に超音波受信が無くても出力があるので、バイアス電源２１３、２１４に
より逆バイアス電圧を印加するのが好ましい。
【００３９】
　バイアス電源２１３、２１４は、また、強誘電体薄膜にその抗電界電圧以上の電圧（所
定電圧）を印加するのに用いられる。これにより、各強誘電体薄膜の分極状態を各々独立
に設定することが出来る。
　なお、この所定電圧の印加に用いられる回路（分極電圧印加回路）と、バイアス電圧の
印加に用いられる回路（バイアス電圧印加回路）とは、別個に形成されることも可能であ
るが、同時に印加されるものではないので、共用されても問題はなく、また、共用される
ことで不要な回路を削減することが出来る。
【００４０】
　出力信号は、各々受信部１３に送られて、増幅器で電圧が適宜な倍率で増幅された後に
Ａ／Ｄ変換、整相加算などの処理が行われる。或いは、電荷が蓄積、転送されて整相加算
がなされた後にまとめて増幅やＡ／Ｄ変換が行われても良い。
【００４１】
　図５には、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２の断面図を示す。
　なお、Ｐチャンネル型受信回路ブロック２１１は、従来周知の通り、Ｎチャンネル型受
信回路ブロック２１２と各領域の極性が逆になるが、その他の点ではＮチャンネル型受信
回路ブロック２１２の構造と同一であり、説明を省略する。
【００４２】
　本実施形態の振動子２１に係るＮチャンネル型受信回路ブロック２１２は、半導体基板
１００上にゲート絶縁膜１１１を挟んで強誘電体薄膜層１１２と、ゲート電極１１３とが
積層配置されて形成されている。強誘電体薄膜層１１２の両側面には、側壁１１４、１１
５が設けられている。半導体基板１００の上面には、ゲート電極１１３下の領域（チャン
ネル領域となる部分）を間に挟んでソース領域１０１とドレイン領域１０２とが形成され
る。ソース領域１０１及びドレイン領域１０２は、それぞれ金属配線１０３、１０４に接
続されている。
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【００４３】
　半導体基板１００は、ｐ型のシリコン基板である。この半導体基板１００にリンやヒ素
などのｎ型イオンを注入することで、先ず、エクステンション領域（導電領域）が形成さ
れ、更に、ソース領域１０１及びドレイン領域１０２が形成される。
【００４４】
　ソース領域１０１は、金属配線１０３を介して接地されている。ドレイン領域１０２は
、金属配線１０４を介して信号出力に接続されている。ゲート電極１１３には、上述のバ
イアス電源２１４が接続されており、ゲート－ソース間に印加される所定のバイアス電圧
をゲート電極１１３に供給する。また、このバイアス電源２１４により抗電界電圧以上の
所定電圧が強誘電体薄膜層１１２に印加されることで、当該所定電圧に応じた分極状態に
変更される。
　ここで、バイアス電源２１４は、必ずしも半導体基板１００に係る上述のＮチャンネル
型受信回路ブロック２１２の構造と一体的に形成される必要はない。半導体基板１００に
電圧印加用の回路さえ形成されていれば、バイアス電源２１４は、外部、例えば、超音波
診断装置本体１に設けられて電圧が供給されても良い。このようにバイアス電源２１４を
外部に設けることで、超音波探触子２では制限されるサイズ、重量や発熱量などの制約を
受けずに所望の電圧を容易に生成して供給することが可能となる。但し、この場合には、
出力信号へのノイズの混入を抑える必要がある。
【００４５】
　通常の超音波受信時には、強誘電体薄膜層１１２に超音波が入射されることで、超音波
強度（音圧）と元の分極状態とに応じた電荷が強誘電体薄膜層１１２の両端（両面）に生
じる。半導体基板１００には、当該生じた電荷とバイアス電圧とに応じてソース領域１０
１とドレイン領域１０２との間のチャンネル領域に電界が生じ、このチャンネル領域にお
ける通電状態、即ち、ソース－ドレイン間を流れる電荷量が変化して、ドレイン領域１０
２から信号として出力される。
【００４６】
　強誘電体薄膜層１１２やゲート電極１１３は、半導体基板１００上にスパッタリング法
（ＰＶＤ法（物理的気相蒸着法））、ゾルゲル法やＣＶＤ法（化学気相蒸着法）などを用
いて薄膜形成をした後に、当該構造物の構造に合わせたマスク（フォトレジストパターン
など）を用いてエッチバックするなどにより形成される。次いで、側壁１１４、１１５も
また、半導体基板１００、強誘電体薄膜層１１２及びゲート電極１１３上にＣＶＤ法など
を用いて絶縁膜（例えば、二酸化ケイ素ＳｉＯ２）を形成した後に、エッチングにより形
成される。ソース領域１０１及びドレイン領域１０２は、これらのゲート電極１１３及び
側壁１１４、１１５をマスクとして自己整合によりイオン注入が行われて形成される。そ
れから、ゲート電極１１３、ソース領域１０１及びドレイン領域１０２に接続される金属
配線１０３、１０４が設けられる。
【００４７】
　ここで、Ｐチャンネル型受信回路ブロック２１１とＮチャンネル型受信回路ブロック２
１２とは、一の半導体基板１００上に一体的に形成することが出来る。
　また、強誘電体薄膜層１１２のサイズは、上述のように、受信周波数に応じて定められ
るので変更が困難であるのに対し、半導体基板１００上の各構造は、小型化が可能であり
、通常、強誘電体薄膜層１１２のサイズが受信回路ブロック２１１、２１２に係る他のサ
イズよりも大きくなる。従って、ソース領域１０１とドレイン領域１０２との間のチャン
ネル長を適切に保ちながら、その表面積や厚さが超音波の受信周波数に対応した値に設定
される。また、強誘電体薄膜層１１２がゲート絶縁膜１１１やチャンネル領域に対して大
きく形成される部分には、絶縁膜が設けられて適宜分離される。又、この場合、強誘電体
薄膜層１１２と他の部分の形成の順番は、適宜入れ換えられても良い。
【００４８】
　このように、超音波探触子２の振動子２１に強誘電体薄膜層１１２を用いることで、強
誘電体層が均一に形成され、入射した超音波強度に応じた精度の良い分極が生じる。また
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、このような薄膜を用いることで、分極反転に必要な抗電界を生じさせるための電圧が十
分に小さくなるので、振動子２１の回路形成後であっても、容易に強誘電体薄膜層１１２
に電圧を印加して分極状態を変化させることが出来る。
　この場合、各受信回路ブロック２１１、２１２は、各部の耐電圧、例えば、ゲート絶縁
膜の絶縁破壊電圧、ドレイン－ソース間耐電圧、Ｐ－Ｎウェル間の耐電圧、ウェル－半導
体基板間の耐電圧などが、いずれも強誘電体薄膜層１１２に抗電界を生じさせるための最
大印加電圧以上となるように強誘電体薄膜層１１２の膜厚が定められる必要がある。通常
、耐電圧は、１０～数十Ｖ以下であり、抗電界電圧がこれより小さくなれば良い。抗電界
は、強誘電体部材、組成比や結晶系などによるが、ＭＶ／ｍ程度であり、抗電界電圧を耐
電圧未満にするためには、ゲート絶縁膜の厚さの影響を含めて強誘電体薄膜層１１２の厚
さがμｍオーダー又はこれ以下となる。
【００４９】
　また、強誘電体薄膜層１１２を利用して超音波の送信を行う場合、膜厚に応じて送信時
に印加される電圧も小さくすることが出来るが、抗電界電圧より小さい範囲で分極状態を
変化させず、且つ、発熱量が問題にならない範囲において、適宜な値に設定することが出
来る。
【００５０】
　本実施形態の振動子２１では、強誘電体薄膜層１１２の分極状態を、多分域、多結晶の
各領域の分極方向が揃った状態に限らず、様々な程度の配向状態に設定して超音波を受信
させることが可能である。分極方向が完全に揃った状態で強誘電体薄膜層１１２に超音波
が入射した場合、通常の圧電体と同様に、超音波の音圧に応じた変形が強誘電体薄膜層１
１２全体に生じて、変形に対応する電荷が両端に生じる。一方、多分域、多結晶の各領域
の分極方向が揃っていない状態の強誘電体薄膜層１１２に超音波が入射した場合には、強
誘電体薄膜層１１２に全体として伸縮変形が生じず、即ち、変形に応じた電荷が両端に生
じない。分極状態がこれらの中間に設定されることで、超音波の受信感度が調整されるこ
とになる。
【００５１】
　しかしながら、強誘電体薄膜層１１２の分極状態を変化させる際、強誘電体薄膜層１１
２に生じている電界の大きさと分極状態とは比例しない。そこで、設定する分極状態と当
該分極状態に変化させるための電界（印加電圧）との対応関係を予め制御部１５のＨＤＤ
などにテーブル記憶させておくことが出来る。強誘電体薄膜層１１２の分極状態を変更す
る場合には、このテーブルを参照して、現在の分極状態から所望の分極状態への変更に対
応した印加電圧を取得し、この印加電圧をバイアス電源２１４からゲート電極１１３に供
給すれば良い。或いは、現在の分極状態から一度所定の分極状態に変更させた後、当該所
定の分極状態から所望の分極状態に変更させることで、この所定の分極状態からの変更に
対応したテーブルのみを記憶させることとすることが出来る。
【００５２】
［変形例１］
　図４（ｂ）には、本実施形態の超音波探触子２の超音波受信回路の変形例１を示す。
【００５３】
　超音波探触子２の超音波受信回路において、図４（ａ）に示した回路におけるＰチャン
ネル型受信回路ブロック２１１に対して、Ｐチャンネル型ＭＯＳＦＥＴ２１５がカスコー
ド接続され、また、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２に対して、Ｎチャンネル型Ｍ
ＯＳＦＥＴ２１６がカスコード接続される形態とすることが出来る。このように、超音波
の受信回路ブロックをなす各ＦｅＲＡＭ構造に対してカスコードブートストラップを用い
ることで、高周波数側、即ち、超音波の受信周波数帯の受信感度特性を向上させることが
出来る。
【００５４】
［変形例２］
　図６は、超音波探触子２の超音波受信回路の変形例２の回路構成を示す図である。
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【００５５】
　この変形例２の超音波受信回路では、２つのＮチャンネル型受信回路ブロック２１２、
２１２ｂが接続されている。また、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２、２１２ｂの
ゲート－ソース間には、それぞれ、バイアス電源２１４、２１４ｂが接続されている。Ｎ
チャンネル型受信回路ブロック２１２の強誘電体薄膜と、Ｎチャンネル型受信回路ブロッ
ク２１２ｂの強誘電体薄膜とは、反対向きに分極されている。
【００５６】
　Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２、２１２ｂにおいて、分極状態が反対の場合、
一方の強誘電体メモリーには、音圧により強誘電体薄膜が収縮した際に正方向（チャンネ
ル領域を導通状態に変化させる方向）の電界が収縮量に応じて強まり、伸長した際に正方
向の電界が弱まるのに対し、他方の強誘電体メモリーには、音圧により強誘電体薄膜が収
縮した際に正方向とは逆方向の電界が強まり、伸長した際に逆方向の電界が弱まることに
なる。そして、各々適宜なバイアス電圧が印加されることで、伸縮により強まる正方向の
電界と、伸長により強まる正方向の電界とが各々のチャンネル領域に生じることになる。
【００５７】
　また、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２は、ドレインが出力に接続され、ソース
が接地されているのに対して、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２ｂは、ソースが出
力に接続され、ドレインが接地されている。その結果、一方の強誘電体メモリーで強誘電
体薄膜が収縮した際に吐き出し方向へ電流が流れるとすると、他方の強誘電体メモリーで
は、強誘電体薄膜が伸長した際に吸い込み方向へ電流が流れることになる。従って、これ
ら二つのＮチャンネル型受信回路ブロック２１２、２１２ｂによりプッシュプルの信号出
力が行われる。
　このとき、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２は、ソース接地増幅となるのに対し
、Ｎチャンネル型受信回路ブロック２１２ｂは、ソースフォロワとなるので、信号出力が
増幅率に応じて不均等になる。従って、増幅率を１で揃えるように分極状態及び／又はゲ
ートバイアス電圧を調節する。これらの信号が相補的に出力されることで、全体として２
倍の感度で信号を得ることが出来る。
【００５８】
　以上のように、本実施形態の超音波探触子２に係る音響センサーは、Ｐチャンネル型強
誘電体メモリーと同等のＰチャンネル型受信回路ブロック２１１と、Ｎチャンネル型強誘
電体メモリーと同等のＮチャンネル型受信回路ブロック２１２とが設けられた振動子２１
を備え、これらのＰチャンネル型受信回路ブロック２１１及びＮチャンネル型受信回路ブ
ロック２１２のそれぞれゲート電極と半導体基板１００との間には、強誘電体薄膜が積層
配置されて設けられ、この強誘電体薄膜に入射する音圧に応じて各々のチャンネル領域の
通電状態が変化する。Ｐチャンネル型受信回路ブロック２１１とＮチャンネル型受信回路
ブロック２１２とは、互いに接続されたドレインからの信号が出力となる。
　このような構成により、一の受信回路ブロックに対し、他方の受信回路ブロックがドレ
イン抵抗の役目を果たして、全体として単一の増幅信号が出力されるソース接地増幅回路
となる。また、両者の受信回路ブロックは、超音波振動に係る強誘電体薄膜の伸縮に対し
て相補的に信号を出力するように構成されている。従って、半導体基板１００の表面を有
効に利用しながら強誘電体薄膜から効率良く高精度、高感度で超音波受信に係る信号を取
得することが出来る。
　また、特に、この受信回路は、抵抗素子を用いないで構成することが出来るので、半導
体チップと比較して大きな場所をとる抵抗素子に係るサイズを節約して小型化することが
出来る。
【００５９】
　また、振動子２１の半導体チップには、強誘電体薄膜に予め設定されたバイアス電圧を
バイアス電源２１３、２１４により印加するための電圧印加用の回路が設けられている。
このバイアス電圧がＰチャンネル型受信回路ブロック２１１及びＮチャンネル型受信回路
ブロック２１２からそれぞれ出力される信号強度が入射される音圧に対して相補的になる
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ように設定されることで、振動子２１は、バランス良く高感度な信号を出力し、超音波診
断装置Ｓでは、この信号を容易に処理して適切な診断を行うことが出来る。
【００６０】
　また、強誘電体薄膜は、ＰＺＴなどの強誘電体部材により形成され、音圧に応じた信号
強度が相補的になるように分極状態がそれぞれ設定される。従って、振動子２１は、後に
別途補正処理などを行わなくともバランス良く高感度な信号を出力し、超音波診断装置Ｓ
では、この信号を処理して容易に適切な診断を行うことが出来る。
【００６１】
　また、振動子２１の半導体チップには、強誘電体薄膜の分極状態を変更する抗電界電圧
以上の所定電圧を印加する電圧印加用の回路が設けられている。そして、強誘電体薄膜の
抗電界電圧が半導体チップ各部の耐電圧未満となるように形成されることで、振動子２１
や振動子配列２１０を形成した後にも必要に応じて上記所定の電圧を印加して強誘電体薄
膜の分極状態を調節することが出来る。従って、複数の振動子２１間での調節や、受信時
の重み付け、受信ウィンドウの形成などを随時容易に行うことが出来る。
【００６２】
　また、電圧印加用の回路は、バイアス電圧の印加と上記所定電圧の印加とに関して併用
することが出来る。従って、必要以上に多くの電気配線を振動子２１に設ける必要がない
。即ち、これらの回路配置の制約が減少すると共に、ノイズの発生及びその影響を抑える
ことが出来る。
【００６３】
　また、ゲート電極とチャンネル領域との間に前記圧電体薄膜が設けられた２つの電界効
果トランジスターと同等なＰチャンネル型受信回路ブロック２１１及びＮチャンネル型受
信回路ブロック２１２が形成され、各々がソース接地増幅回路を構成するように互いに接
続されたドレインから信号を出力する回路構成とすることで、抵抗素子や定電流回路とい
った超音波受信に関係ない構成で場所を必要とせず、且つ、両者で相補的に効率良く信号
を取得することが出来る。
【００６４】
　また、上述の振動子２１に係る音響センサーを用いて超音波探触子２を構成することで
、コンパクト且つ高感度な超音波受信を行うことが出来る。
【００６５】
　なお、本発明は、上記実施の形態に限られるものではなく、様々な変更が可能である。
　例えば、上記実施の形態では、強誘電体薄膜層を用いたが、強誘電性を有しない通常の
圧電体の薄膜を用いて音響センサーを形成する場合でも、同様に本発明を適用することが
出来る。この場合には、所望の分極状態に保つことが出来ない、即ち、信号入力が無い場
合に分極がなされていない状態となるので、バイアス電源２１３、２１４からゲート－ソ
ース間に適宜バイアス電圧を印加する、又は、ディプレッション型のＦＥＴ構造を用いる
、の何れかが必要となる。
【００６６】
　また、強誘電体薄膜を用いた場合であっても、分極状態の調整は、経年劣化などによる
長期変化に対応する場合だけに行われ、通常では、増幅器の増幅レベルの変更や、スイッ
チング素子の切り替えなどでアポダイゼーションやウィンドウ設定が行われても良い。
【００６７】
　また、上記強誘電体薄膜とシリコン基板との間にゲート酸化膜を挟むこととしたが、Ｍ
ＦＳＦＥＴ構造と同様にゲート酸化膜を挟まずに直接強誘電体薄膜をシリコン基板上に積
層しても良い。
【００６８】
　また、上記実施の形態では、ＦＥＴ型のトランジスターを介して通電状態を制御したが
、バイポーラー型のトランジスターであっても良い。この場合には、ｎｐｎ型トランジス
ターとｐｎｐ型トランジスターとが組み合わされる。そして、ソース接地の代わりにエミ
ッター接地となり、ベースに超音波受信に係る電荷の流れ（電流）が入力されて、互いに
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接続された２つのトランジスターのコレクターから信号が出力される。また、抗電界電圧
と比較される耐電圧としては、ベース、エミッター、コレクターの各領域間の耐電圧など
が含まれる。
【００６９】
　また、上記実施の形態では、ソースを接地し、ゲート側に超音波の入射に係る入力を受
け付けるソース接地増幅による１Ｔ型の構造を例に挙げて説明したが、ゲートを接地し、
超音波の入射により強誘電体キャパシターに生じた電荷に応じた電荷をソースに誘導する
ゲート接地増幅による１Ｔ１Ｃ型の構造を２つ組み合わせても良い。
【００７０】
　また、上記実施の形態では、強誘電体薄膜が設けられた２個のトランジスター（受信回
路ブロック）の組み合わせにより増幅された信号を出力することとしたが、２個以上、例
えば、４個のトランジスターが対称的に配置されて相補的に信号を出力する構成であって
も良い。
【００７１】
　また、上記実施の形態では、受信回路ブロック２１１、２１２に対し、それぞれＭＯＳ
ＦＥＴ２１５、２１６がカスコードブートストラップ接続されて出力信号の高周波数帯に
おける周波数特性を改善する構成を例に挙げたが、ＭＯＳＦＥＴ２１５、２１６が通常の
カスコード接続であっても良い。また、これらのＭＯＳＦＥＴ２１５、２１６の代わりに
バイポーラートランジスターが用いられても良い。
【００７２】
　また、上記実施の形態では、医療用の超音波診断装置に係る超音波探触子を例に挙げて
説明したが、建築構造物の内部の診断などに用いる超音波診断装置であっても良い。この
場合、超音波を送受信する音響センサー部分は、超音波探触子として超音波診断装置本体
の外に設けられる必要は無く、超音波診断装置本体に一体的に設けられても良い。
【００７３】
　また、本発明の音響センサーとしての振動子は、超音波診断装置に用いられる必要は無
く、単純に超音波の受信強度を測定する計測装置に用いられても良い。このような場合に
は、複数の音響センサーを設けず、単一の音響センサーのみであっても良い。
【００７４】
　また、上記実施の形態では、１～３０ＭＨｚの超音波を受信する場合について説明した
が、圧電部材を薄膜製造プロセスで形成した場合に受信可能となる周波数帯の音波を受信
する音響センサーについて、本発明を適用することが出来る。
　その他、上記実施の形態で示した具体的な構成、構造や配置の細部は、本発明の趣旨を
逸脱しない範囲において適宜変更可能である。
【符号の説明】
【００７５】
１     超音波診断装置本体
２     超音波探触子
１２   送信部
１３   受信部
１４   送受信切替部
１５   制御部
１６   画像処理部
１７   記憶部
１８   操作入力部
１９   出力表示部
２１   振動子
２２   ケーブル
１００ 半導体基板
１０１ ソース領域
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１０２ ドレイン領域
１０３ 金属配線
１０４ 金属配線
１１１ ゲート絶縁膜
１１２ 強誘電体薄膜層
１１３ ゲート電極
１１４、１１５       側壁
２１０ 振動子配列
２１１ Ｐチャンネル型受信回路ブロック
２１２ Ｎチャンネル型受信回路ブロック
２１２ｂ      Ｎチャンネル型受信回路ブロック
２１３ バイアス電源
２１４ バイアス電源
２１４ｂ      バイアス電源
２１５ Ｐチャンネル型ＭＯＳＦＥＴ
２１６ Ｎチャンネル型ＭＯＳＦＥＴ
Ｓ     超音波診断装置

【図１】 【図２】

【図３】
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摘要(译)

要解决的问题提供一种声学传感器和一种超声波探头，它可以高效率地
高效率地从压电元件获取信号而不增加成本和劳动力。 解决方案：提供
具有两个或更多个晶体管的半导体芯片，并且至少两个晶体管连接到压
电薄膜，使得每个激励状态压电薄膜直接或间接地堆叠在半导体衬底
上，使得对应于至少两个晶体管的激励状态的信号被添加并放大并输出
并且连接以形成单个放大器电路。 点域4
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